
川崎市介護サービス事業者の業務管理体制確認検査実施要綱  

 

（目的）  

第１条  この要 綱 は、介護 保険法 （ 平成９年 法律第 １ ２３号。 以下

「法」 とい う。） 第１１ ５条 の３３ 及び介 護サー ビス 事業者 業務

管理体 制確 認検査 指針（ 令和 ６年４ 月４日 老発０ ４０ ４第３ 号厚

生労働 省老 健局長 通知。 以下 「検査 指針」 という 。） に基づ き、

指定居 宅サ ービス 事業者 、指 定地域 密着型 サービ ス事 業者、 指定

居宅介 護支 援事業 者、指 定介 護予防 サービ ス事業 者、 指定地 域密

着型介 護予 防サー ビス事 業者 及び指 定介護 予防支 援事 業者並 びに

指定介 護老 人福祉 施設、 介護 老人保 健施設 、介護 医療 院の開 設者

（以下 「介 護サー ビス事 業者 」とい う。） に対し て行 う業務 管理

体制の 整備 に関す る検査 等に ついて 基本的 事項等 を定 めるこ とに

より、 その 的確か つ効果 的な 検査の 実施及 び均一 的な 検査水 準の

確保を図ることを目的とする。  

 

（検査の対象）  

第２条 この要綱で定める検査の対象は、介護サービス事業者のうち、

当該指 定に 係る全 ての事 業所 又は当 該指定 若しく は許 可に係 る全

ての施 設（ 以下「 指定事 業所 等」と いう。 ）が本 市内 にのみ 所在

し、業 務管 理体制 の整備 に関 する事 項を川 崎市長 に届 け出な けれ

ばならないものとする。  

 

（検査の体制）  

第３条  検査は 、 国及び都 道府県 等 と十分な 連携を 図 り、効率 的か



つ効果的な実施に努めるものとする。 

 

（検査の種類）  

第４条 検査は、次に定める種別に応じ、検査指針を踏まえて実施す

るものとする。  

（１）一般検査  

  業務 管理体 制 の整備及 びその 運 用状況を 確認す る ため、概 ね６

年に１回、報告書の提出又は立入りの方法により行うもの。  

（２）特別検査  

指定事業所等の指定取消処分に相当する事案が発覚した場合や、

効力停止処分の事案が発覚したとき、又は利用者の生命、身体の安

全に重大な危害を及ぼす事案が発覚したときは、当該介護サービス

事業者の本部等へ立ち入り、業務管理体制の整備及び運用状況を確

認するとともに、特別検査を実施する契機となった事案へ、介護サ

ービス事業者が組織的に関与していたか否かを検証するもの。  

 

（検査通知等）  

第５条  一般検 査 及び特別 検査の 実 施方法に ついて は 、次のと おり

とする。  

（１）検査通知  

検査の実施に当たっては、検査対象となる介護サービス事業者に

対し、あらかじめ検査の根拠規定、検査担当者、検査の日時及び場

所、出席者（役職名等で可）、準備すべき書類等を文書により通知

するものとする。ただし、立入検査を実施する場合において、あら

かじめ 通知 したの では当 該介 護サー ビス事 業者 の実態 把握を する



ことができないと認められる場合は、口頭により通知し、後日、文

書により通知することができるものとする。  

（２）検査結果の通知  

  検査 の結果 、 次条に規 定する 改 善勧告に いたら な い軽微な 改善

を要す ると 認めら れた事 項に ついて は、後 日文書 によ ってそ の旨

の通知を行うものとする  

（３）報告書の提出 

  介護 サービ ス 事業者に 対して 、 前号の通 知をし た 事項につ いて

は、文書により報告を求めるものとする。  

 

（行政上の措置等） 

第６条  検査の 結 果、次の 各号の い ずれかに 該当す る 場合は、 当該

各号の行政上の措置をとるものとする。  

（１）勧告  

  法第 １１５ 条 の３２第 １項に 規 定する厚 生労働 省 令で定め る基

準に従 って 、業務 管理体 制が 整備さ れてい ないこ とが 認めら れた

場合、 当該 介護サ ービス 事業 者に対 し、期 限を定 めて 基準を 遵守

するよ う勧 告する ことが でき る。な お、こ の勧告 を受 けた介 護サ

ービス 事業 者が当 該期限 内に これに 従わな かった とき は、そ の旨

を公表することができる。  

（２）命令  

  前号 の勧告 を 受けた介 護サー ビ ス事業者 が、正 当 な理由が なく

て勧告 に係 る措置 をとら なか った場 合、当 該介護 サー ビス事 業者

に対し 、期 限を定 めて、 その 勧告に 係る措 置をと るべ きこと を命

ずるこ とが できる 。なお 、命 令をし た場合 には、 その 旨を公 示し



なければならない。 

２  前項 の行政 上 の措置に 係る対 応 について 、介護 サ ービス事 業者

に対し て、 前項の 行政上 の措 置に係 る対応 につい て、 文書に より

報告を求めるものとする。  

３  第１ 項第２ 号 の命令を しよう と する場合 は、当 該 介護サー ビス

事業者 に対 して、 行政手 続法 （平成 ５年法 律第８ ８号 ）第１ ３条

第１項 各号 の規定 に基づ き聴 聞又は 弁明の 機会の 付与 を行わ なけ

ればな らな い。た だし、 同条 第２項 各号の いずれ かに 該当す ると

きは、これらの規定は適用しない。  

   

（情報管理）  

第７条  検査担 当 職員は、 検査等 に 関する情 報を、 行 政機関が 保有

する個 人情 報の保 護に関 する 法令、 一般的 な行政 文書 の管理 に関

する規 程等 に即し て、検 査及 び指導 監督の 目的以 外に 使用し ない

よう適切に管理する。  

 

（その他）  

第８条  この要 綱 に定める ものの ほ か、介護 サービ ス 事業者の 業務

管理体 制確 認検査 に関し て必 要な事 項は、 健康福 祉局 長が別 に定

める。  

 

附  則  

この要綱は、平成２６年２月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  



附 則  

この要綱は、令和８年８月２０日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


